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○生活保護制度利用までの流れ 

生活保護制度利用手続きの流れ 

① 相談 ② 申請 ③ 調査 ④ 決定 

・生活に困窮している、生活保護制度を利用したい場合は、住所（住まいがない場合は居所）のある地域を所管す
る地域の福祉事務所に相談する。 

・相談時には、福祉事務所の相談員が生活状況や収入状況、資産状況、親族との交流状況等を聴取しながら、生活
保護の制度について説明を行う。 

・生活福祉資金貸付、各種社会保障施策等の活用についての相談助言も実施する。 

① 相談

② 申請

・生活保護制度の説明を行ったうえで、申請の意思がある場合は、申請書を提出してもらう。（生活保護制度の利
用申請は、申請意思があれば申請することが可能。） 

・原則、本人や家族などの申請が必要。（窮迫した状況にある場合には、福祉事務所の判断（職権）で生活保護を
開始することが可能。） 
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③ 調査

・申請手続き後には、福祉事務所の担当員（ケースワーカー）が生活保護の要否等の決定のために次のような調査
を実施する。 

◇生活状況等を把握するための実地調査（家庭訪問等） 
◇預貯金、保険、不動産等の資産調査 
◇扶養義務者による扶養（仕送り等の援助）の可能性の調査 
◇年金、手当等の社会保障給付の調査 
◇稼働能力の活用（就労の可能性）の調査 

・「③ 調査」の結果をもとに、国の定めた基準により保護が必要かどうか、また、必要な場合どの程度のものか、
福祉事務所が審査し、申請日から 14 日以内（特別な事情により調査に時間を要する場合には、最長で 30 日以
内）に決定し、その内容を文書で申請者に通知する。 

・申請に対する保護の決定には、「開始」と「却下」がある。 

・保護が開始される場合は、原則として保護申請を行った日から生活保護が適用され、最低生活費と世帯の収入と
の差額が生活保護費として支給される。 

・申請に対する保護の決定に不服がある場合は、審査請求をすることができる。 

④ 決定
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○福祉事務所の実施体制 

生活保護業務の実施体制 

市 長 区 長 健康福祉部 福祉課 管理係 

保護係 

（福祉事務所） 

（第１係、第２係、第３係） 

※保護第３係は見沼区、南区、岩槻区のみ設置 

・医療事務 

・介護事務 

・経理事務 

・債権事務

・保護の決定実施 

・係長 

 １人 

・係員 

４～８人

○人員 ○業務 

・係長（ＳＶ） 

 １人（各係） 

・係員（ＣＷ） 

５～１２人（各係）

組織体制

人員体制
事務所名 職名等 

（令和３年４月１日時点） 
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